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【第１様式】

○法人単位貸借対照表

○法人単位資金収支計算書

○法人単位事業活動計算書

【計算書類】

・借入金明細書

・寄附金収益明細書

・補助金事業等収益明細書

・事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

・事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）
残高明細書

・基本金明細書

・国庫補助金等特別積立金明細書

【附属明細書】

【第２様式】

○貸借対照表内訳表

○資金収支内訳表

○事業活動内訳表

・基本財産及びその他の固定資産

（有形・無形固定資産）の明細書

・引当金明細書

・拠点区分資金収支明細書

・拠点区分事業活動明細書

・積立金・積立資産明細書

・サービス区分間繰入金明細書

・サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

・就労支援事業別事業活動明細書

・就労支援事業製造原価明細書

・就労支援事業販管費明細書

・就労支援事業明細書

・授産事業費用明細書

【第３様式】

○事業区分貸借対照表内訳表

○事業区分資金収支内訳表

○事業区分事業活動内訳表

【第４様式】

○拠点区分貸借対照表

○拠点区分資金収支計算書

○拠点区分事業活動計算書

③拠点区分別①法人単位 ②事業区分別

（1）計算書類及び附属明細書に関する証明範囲について

1

法人単位の計算書類

及びそれに対応する

附属明細書の各項目

を証明範囲とする。

※証明範囲としては上記とするが、法人単位の計算書類及びその附属明細書は拠点区分別の積み上げであるため、
必要に応じて、拠点区分別の計算書類及びそれらの附属明細書についても確認の対象となる。

1．会計監査の実施範囲（証明範囲の設定）



・
・
・

法人単位貸借

対照表に対応す

る各項目を証明

範囲とする。

（２）財産目録に関する証明範囲について
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（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金 現金手許有高 － 運転資金として － －
普通預金 ○○銀行○○支店 － 運転資金として － －

－ － －
－ ○月分介護料 － －

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －

土地 所在地番○○　地目○○ －
第１種社会福祉事業である、○
○施設に使用している

－ －

建物
所在○○　家屋番号○○　種
類○○

19●●年度
第１種社会福祉事業である、○
○施設に使用している

1,200,000,000 700,000,000 500,000,000

建物
所在▲▲　家屋番号▲▲　種
類▲▲

19××年度
第１種社会福祉事業である、▲
▲施設に使用している

800,000,000 400,000,000 400,000,000

定期預金 ○○銀行○○支店 －
寄附者により○○事業に使用
することが指定されている

－ －

・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・ － －

車両運搬具
（車種）○○他３台　（車輌
№）・・・

－ 利用者送迎用車両 10,000,000 3,000,000 7,000,000

○○積立資産 定期預金 ○○銀行○○支店 －
○○事業の積立資産であり、資
産取得資金として管理されてい
る預金

－ －

土地 所在○○ －
５年後に開設する○○事業のた
めの用地

－ －

建物
所在○○　家屋番号○○　種
類○○

20●●年度
社会福祉施設以外（訪問介護
事業所等）の第2種社会福祉事
業に使用している

900,000,000 200,000,000 700,000,000

・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・

　（２）　その他の固定財産

現金預金

事業未収金

流動資産合計
　２　固定資産
　（１）　基本財産

基本財産合計

財　　　　　産　　　　　目　　　　　録　　　（記載例）

平成 年 月   日現在

貸借対照表科目

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産



■改正社会福祉法

第四十五条の十九 会計監査人は、次節の定めるところにより、社会福祉法人の計算書類及び
その附属明細書を監査する。この場合において、会計監査人は、厚生労働省令の定めるとこ
ろにより、会計監査報告を作成しなければならない。

２ 会計監査人は、前項の規定によるもののほか、財産目録その他の厚生労働省令で定める
書類を監査する。この場合において、会計監査人は、会計監査報告に当該監査の結果を併
せて記載し、又は記録しなければならない。

（計算書類等の監査等）
第四十五条の二十八 前条第二項の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、厚

生労働省令で定めるところにより、監事の監査を受けなければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、会計監査人設置社会福祉法人においては、次の各号に掲げる

ものは、厚生労働省令で定めるところにより、当該各号に定める者の監査を受けなければな
らない。
一 前条第二項の計算書類及びその附属明細書 監事及び会計監査人
二 前条第二項の事業報告及びその附属明細書 監事

３ （略）
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（参考）



３

監
査
報
告
書
の
作
成

2．会計監査の実施内容（重点監査項目の設定）

会計監査人は一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、計算書類等を対象として会計監査を実施する。
ただし、効率的・効果的な会計監査を実施するため、法人における業務を管理運営するための法人内部の統制

の仕組み（以下、「内部統制」という）の整備・運用状況についても確認を行う。
社会福祉法人の内部統制に関しては、公益性・非営利性の高い事業の特性等を踏まえ、会計監査人が特に注力

する分野として以下の項目（赤字）が考えられる。
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＜会計監査の流れ（イメージ）＞

１

法
人
の
内
部
統
制
の
確
認

収益プロ
セス

資金管理プロ
セス（銀行届出印、
通帳等を別に管理し
ており、定期的に帳
簿残高と残高証明を
照合しているか等）

人件費プロセス
（給与計算のマスター
データと人員表・組織
図の定期的な照合をし

ているか等）

在庫管理
プロセス

固定資産管理
プロセス（定期的
に管理台帳と現物の照
合をしているか等）

購買プロセス
（発注に関して現物と
納品書等との照合が行
われているか等）

事
業
（社
会
福
祉
、
公
益
、
収
益
事
業
）に
か
か
る

内
部
統
制
の
確
認

法
人
全
般
に
か
か
る

内
部
統
制
の
確
認

内部統制の確
認結果を踏まえ、
その整備・運用
状況のレベルに
応じて、監査の
内容（重点化項
目・省力化項
目）を決定する。

２

会
計
処
理
や
計
算
書
類
等
を
対
象
と
し
た
監
査
手
続
の
実
施

（注）会計監査
を受ける法人の
状況や公認会
計士が行う監査
手法等により内
部統制の確認
方法は様々で
ある。

法人全般の統制 ・統制環境
・事業活動に伴うリスクの評価と対応
・統制活動
・情報と伝達
・モニタリング

IT全般統制 ・セキュリティ管理
・変更管理
・開発管理
・運用管理 等

決算の統制 ・決算にかかる規程の整備
・伝票承認や決算整理仕訳の分掌体制 等

適
正
な
支
出
・財
産
管
理
等
を
担
保
す
る

内
部
統
制
の
確
認



◆社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）
【会計監査人の設置の義務付けの対象とならない法人に対する対応】（抄）

会計監査人の設置の義務付けとならない法人については、
・公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人による財務会計に係る態勢整備状況の点検等

3．会計監査人非設置法人に対する専門家の活用方法
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・法人が作成する計算書類等の会計基準との整合性の点検及び改善支援
・経理体制の現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計帳簿の記載、証憑書類の整理方法等にかかる現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計ソフトの設定、入力科目等の設定、入力マニュアルの提示等パソコン会計の導入支援 等

・法人全般の統制

例）ガバナンス体制（理事会、評議員会、監事等）、各種規程・業務手順の整備、職務分掌体制、予算実
績分析体制等に対する支援 等

・各種事業の統制

例）購買、固定資産管理、資金管理、人件費、収益、在庫管理等の各業務におけるリスクに対応した適
切な手続き等に対する支援 等

・決算の統制

例）決算・財務報告に関する規程の整備、決算業務体制、伝票承認や決算整理業務の分掌体制、計算
書類等の確定作業等に対する支援 等

○財務会計に関する内部統制の向上に対する支援の例

○財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援の例

○ 以下の例に掲げられたような支援項目から、当該法人の事業規模や財務会計にかかる事務態勢等に即して、
必要な支援を選択して、専門家を活用することが考えられる。

（支援の例）


